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＜内容＞

産学共同の研究開発促進のための大学及び研究開発法人に対する出資

＜目的＞
成長による富の創出のため、大学や法人による、研究開発成果の事業化・実用化に向けた
官民共同の研究開発を推進する。

国が大学や独法（科学技術振興機構（JST））に出資し、研究成果を経済再生に活用すると
ともに、利潤に応じて国庫納付を行う。

インフラ、エネルギー、再生医療などの実用化、事業化に近い案
件について、大学と企業との共同研究による事業化や、全国の大
学の技術を用いた企業化開発を支援

研究推進・事業化

研究開発
支援等

国 ( 政 府 )

出資等 リターン

リターン
中核となる国立大学・独法(JST)

リターン

平成２４年度補正予算額：１８００億円
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出資事業に係るガバナンス体制（案）

国立大学法人
評価委員会

官民イノベーションプログラ
ム部会（出資先決定等）

独立行政法人
評価委員会

各国立大学法人

科学技術振興機構部会

国（文部科学大臣）

連携（省内の連絡調整チーム）

インフラ、エネルギー、再生医療などの実用化、事業化に近い案件について、大学
と企業との共同研究による事業化や、全国の大学の技術を用いた企業化開発を支援

技
術
シ
ー
ズ

組織化された
研究チーム

＜特徴＞
大学と企業
が共同研究
により実用化

共
同
研
究※企業からも資金拠出

【法人の役割】
・事業計画の策定
・国への報告

【国への報告事項】
・事業計画・資金計画
・採択基準・計画 等

【国の役割】
・中期目標・計画の策定
・財務諸表の承認
・監事の任命

【評価委員会・部会の役割】
・中期目標期間の評価
・各事業年度の評価

≪出資事業に関する委員会・
部会の主な関与≫
・中期目標において事業の着実
な実施、中期計画において事
業計画の策定等を明記
・事業計画の進捗状況の評価等

法人執行部

目利き・事業化の
専門家による運営

【事業の運営】
・課題の審査・採択
・ハンズオン支援
・課題の進捗管理
・利益・出資金の
回収

企業

研究推進・事業化

ＪＳＴ

大学等
＜特徴＞
大学等の技術
シーズを企業
が企業化

事業部

企業・事業化関係者・大学等
から構成される
評価委員会による運営

企業

資
金

資
金
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産学共同の研究開発による実用化促進
(大学に対する出資事業) 平成２４年度第１次補正予算額：１２００億円

中核となる国立大学

国 ( 政 府 )

事 業 の 仕 組 み

リターン出資

共同研究 リターン

研 究 推 進 ・ 事 業 化

企業等

・インフラ、エネルギー、再生医療などの実用
化、事業化に近い案件について、製造業や商社
等との共同研究で５～１０年程度で事業化

・事業化された案件の付加価値を共同研究企業
等が買い取り

新しい価値を生み出すたくましい研究大学が、
質の高い研究を実用化に結び付けることによ
り、機能強化を図るとともに経済再生に貢献

企業等が
一定の費用負担

事業の仕組み
・各大学は、出資金と企業等からの1/3～1/2程度の費用負担
を得て実用化に向けた共同研究を実施

・インフラ関係、エネルギーなど実用化、事業化に近い案件に

ついて５～１０年で事業化を行い、最終的には、付加価値を

共同出資企業等に売却

・リターンが生じた場合、一定割合を国庫納付

共同研究テーマの決定プロセス
・専門家による、事業化可能性のある研究テーマの掘り起こ

し、共同研究企業とのマッチング、事前審査、専門分野投資

アドバイザーの意見聴取、投資案の作成

・学内での審査、決定

・共同研究・事業化について専門家による進行管理や

モニタリング

・専門家による付加価値企業評価等を経て、付加価値を

共同研究企業等に売却

国からの拠出
運営費交付金・・・

企業の負担金とともに主として人件費等に充当

出資金・・・

共同研究のために必要な施設・設備等に充当

支援内容
数十億～百数十億円程度×２０課題程度を想定

目利き・事業化
の専門家
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産学官による実用化促進のための研究開発支援
（JSTに対する出資事業)

新技術に対する高い目利き能力を有するJSTの支援に
より、これまで難しかった大規模な企業化のための開発
や質の高い基礎研究の成果の企業化を加速することで

経済再生に貢献

概要
優れた研究成果の企業化の加速のため、国から科学技術

振興機構（JST）に出資した資金等により、大学等の技術を
用いて企業等が行う企業化開発を支援することで、短中期的

に企業化を目指す。

背景・課題
・日本の大学の基礎研究成果（革新的技術）が社会に還元

されないまま埋もれている。

・国際競争の激化から、企業がリスクの高い革新的技術の

開発に挑戦できず、民間主導のイノベーションが起こらない。

・企業の事業部門が関与し、大規模な企業化開発を行う段階

のリスクマネー及び呼び水的資金が不足している。

事業のポイント
・大きな市場を期待できる大学等の革新的技術と大企業等と

のマッチングを実施し、プロジェクトの作りこみを実施。

・企業の事業部門がコミットした本格的な開発課題に取り組む

ものを対象に、開発資金を提供。

・５年～１０年で企業化を目指しつつ新産業創出を加速・運営

費交付金（グラント）と、出資金を組み合わせることにより、

リスクに応じて柔軟な開発支援を実施。

・ＪＳＴの目利き・作りこみ機能を最大限活用

支援内容
・大学の技術を活用した企業による企業化開発を支援

（三～五十億円程度 ｘ ２０課題程度を想定）

・開発に成功した場合は、複数年で開発費を返済義務化

平成２４年度第１次補正予算額：６００億円

事 業 の 仕 組 み

企 業 等

①企業等とシーズのマッチング（作りこみ）
②企業が主導する企業化開発支援
③開発成功時等に開発費を返済

出資等

リターン
※開発成功
時等に開
発費返済

優れた研究成果
（基礎研究の成果等）

大 学 等

リスクに応じた柔軟な
研究開発支援と
側面支援

J S T

国 ( 政 府 )

企業主導 による開発

企 業 化

企業・事業化関係者・大学等
から構成される評価委員会
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